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複言語主義(plurilingualism)批評の試み

広島大学柳瀬陽介

This analysis of pluri1ingualism proposed by Council of Europe is aimed to provide a better 

understanding of both the language policy in Europe and the language policy in Japan. 

This paper clarifies the concept of plurilingualism in terms of (1) its difference from 

multilingualism. (2) its historical development. and (3) its political and educational nature. 

This clarification is intended to cast a new light on English Language Education in Japan. 

1目的と方法論

本論文は、複言語主義(plurilingualism)の批評的読解を通じて、ヨーロッパでの言語教育政

策のあり方を理解し、そのことによって日本の英語教育を実践かっ研究しようとしているI私たちjが

どのような存在であるのかを明らかにすることを目的とする。つまり標題の「複言語主義批評Jとは、

私たちが複言語主義を批評的に解明することであり、同時に複言語主義によって私たちを批評的

に解明することであるとしち二重性を意味した表現である。

本論文の論考の方法は、複言語主義に関して欧州評議会(Councilof Europe、以下 CE)が公

開している文書、および欧州評議会言語政策部門(LanguagePolicy Division)の部局長

(Head)であるJosephSheils氏、および同局のWaldekMartyniuk氏とのインタビュー1から得る

ことができた情報、および言語教育政策に関連する文献を参考にしながら、「批評Jとしての論考を

進める方法をとる。

論考は「批評」として進められると述べた以上、「批評Jについての共通理解をここで確認しておく

ことは必要であろう。レヴィナスなどを主な理論的背景とする内田 (2003、2006など)は、批評という

行為を、自らの判断基準や立ち位置を全く疑わない「査定J(あるいは「裁断」やf批判J)とはあくま

でも異なるものとして認識している。その批評観を筆者なりにまとめると批評にこでは文書の批評)

とは次のような行為となる。

(I)目の前に物理的実体として明々白々に存在している文書に関して、その文書の書き手とは

その固有名以上の誰(who)なのか、書き手は活字を通じて何を(what)どのように(how)語って

いるとまとめられるのか、そしてそもそも書き手が語りかけている読者とは実のところどのような

存在なのか(towhom)、またこの文書が書かれ読まれる時空とはどのような文脈状況なのか

(when and where)、これはなぜ書かれなければならなかったのか(why)ということを、批評者

なりに問い、かっ、

(2)そのような総括をする批評者という「私Jはいったい誰で・・・といった、(I)の who以下の問
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いを批評者が自分自身にも投げかけながら、さらに

(3)その問いつつ、問われるという、反照的な知の運動を、それにふさわしい柔軟な文体で語り、

そしてこの二重の問いかけで

(4)批評の読者にも、読者各々の問いかけと思考を促す。

本論考では基本的にこの内田の批評観の姿勢を踏襲し、できうるかぎりの批評を試みる。

この批評の定義からも、この論考が取らない二つの立場が明らかになる。取らない第一の立場は、

日本の現状を絶対化することである。現時点での日本を絶対の判断基準とするならば、「複言語主

義など、所詮ヨーロッパの話Jとなり、これらの動きを私たちとは異なるものと裁断してしまい、これか

ら私たちの企図ゃあるいは数々の偶然によって変わりうる日本のことに関する想像力を封殺してし

まう。これは反批評的態度である。もう一つの取らない立場は、逆の、ヨーロッパの絶対化である。複

言語主義を到達すべき不動のゴー/レと始めから判断を固定してしまえば、日本のあるべき姿を論

点先取で前提してしまい、結論は「いかlこ日本は遅れているかJという、一時期よく見られた西洋礼

賛=日本否定の凡庸な物言いに終わってしまう。本論考はこのような立場は取らない。以下、2で複

言語主義とは何かを聞い、その問いに基づいて3でf私たちjへの批評的問いかけを試みるー

2複言語主義とは何か

2.1定義

複言語主義(plurilingualism)とは欧州評議会(言語政策部門)2による新造語であり、通常の

英語辞書には掲載されていない。このためこの語の翻訳には、たいていの翻訳者が困っている。こ

の概念は欧州連合体(EU:European Union)でも理解されているが、まだこの語は採択される

にいたっていない。日本においては「複数言語主義J(山川 2005)といった訳語もあるが、ここでは

吉島・大橋、他(2004)に倣い、「複言語主義jという訳語を採択する。 f複Jという接頭辞の方が、

「複数jよりも、 plurilingualismという語の新造性や言語能力の非離散性(後述する「統合的J性

格)を示すためには好ましいと筆者は考える。なお、個人の言語能力の非離散性・統合的性格を強

く表現するためには「複合言語主義jといった訳語も考えられるが、『複合言語jという表現は「複合

語Jとも混同されかねないのでこの論文では「複言語主義Jという訳語を採択し、「複合的」という表

現は個人の言語能力を形容する時にのみ用いることとする。

この複言語主義と混同されやすい概念として多言語主義(multilingua1ism)がある。欧州評議

会(言語政策部門)は、多言語主義を社会の状況を表す用語、複言語主義を個々人が持つ能力・

価値を表す用語であると区別している。つまり、多言語主義とは、ある社会においていくつかの言語

が共存している(そのうちいくつかは公用語として認定されている)状態を表している。だが、その社

会の成員の個々人がそれら全ての言語において習熟しているかどうかは問題ではない(実際問題

として、多数の公用語全てに高度な習熟を示す人間は例外的存在に過ぎない)。それに対して複

言語主義とは、ある人聞が、一つ以上の言語に、たとえ部分的とはいえ聞かれて、ある程度の複合

的な能力を持ち、コミュニケーションのための言語を自分の第一言語だけに限定しない価値観を有

していることを意味している。多言語主義は国家の社会的制度を語るために、複言語主義は個々

人の教育を語るためにそれぞれ有効な用語といえるだろう。

複言語主義には、(1)能力としての複言語主義(plurilingualismas a competence)3と、 (2)価

値としての複言語主義(plurilingualismas a value)の二つの側面があり、両者はそれぞれ、(1)'

複言語主義のための教育(educationfor plurilingualism)と(2)'複言語的自覚のための教育
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(education for plurilingual awareness)につながってゆく。しかし CommonEuropean 

Framework of References for Languages (CEFR)などでは(2)が必ずしも明確には言及され

ておらず、(I)に付帯的に述べられているだけである。したがって、複言語主義は、狭義には「能力

としての複言語主義Jを指すが、より厳密には広義に「能力としての複言語主義」と「価値としての複

言語主義」の両方を指すとまとめることができるだろう。

能力としての複言語主義の定義としては CEFRの次の定義がしばしば引用される。

コミュニケーションのために一つ以上の言語を使い、間文化 4的やりとりに参加する力であり、

そこでは人聞が、いくつかの言語においてそれぞれ様々な程度の言語実力を有し、またし、くつ

かの文化での経験をも有する社会的主体として見なされている。この力は、別個の諸能力を

縦に並べたり、横に並べたりしたものとしてはみなされず、むしろ使用者が[その都度]引き出す

ことができる、複雑で、複合したとさえもいえる存在としてみなされている。(CE2001， p.168) 

このように定義された目標を目指す「複言語主義のための教育」では個々人の言語レパートリーを、

初学期から生涯に渡って発展させるものとするJ(CE 2003， p.16)とされ、教育が学校で完結するこ

とのない、生涯に渡るものであることが強調されている。

価値としての複言語主義は、

「言語的寛容の基礎である教育

的価値Jであり、自動的に育つ

ものではない以上、学校によっ

てこの価値が組織的に促進さ

れなければならないとされている

(CE 2003， p.15)。以上、多言

語主義とも対比しながら整理し

た複言語主義の概念は図 1の

ように表現できる。

2.2 複言語主義にいたるまで

の歴史

それではこのような複言語主

義はどのような歴史的背景で成

立したのだろうか。この節では、

近代的伝統とその変容、さらに

現代的大変動品、った歴史的要因を概括する。

| と払| 

民主的市民性を持ち、一言語に閉ざされない
複合的な言語力を持つ市民による

言語的多様性、言語的覧容が維持された社会

図1複言語主義と多言語主義

近代的伝統としては、そもそも「ヨーロツノ勺とは、民主的市民性とし、う抽象的な理念によるもので

あること(CE2003， p.30)を第一にあげるべきであろう。様々なエスニック・グループと国民イデオロ

ギ-5や国家制度が錯綜していたのがfョーロツノ勺と呼ばれる地域である。しかしこの地域は、広場

に象徴される「公共的空間J(public space)をまずは確保する伝統を持っていた。人々は、そこでま

ずは物理的に集い、語ることで、言語・宗教・文化・経済・社会といった要因の差異を超えて、 f市

民の共同体J(community of citizens)という意識を培い、やがてその「市民Jとは法的な概念とも

なっていった(cE2003， p.69)。

しかし「市民」理念にもかかわらず、実際の国家によって決定される国家言語政策(state

language policy)は、 19世紀初頭に作られた「国家=国民=言語」という言語ナショナリズムにより、

言語を国家・国民統合の手段として捉えた。国家(state)とは、同じ言語Oanguage)を話す、同じ
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国民(nation)の共同体だと考えられた。同じ言語を話すことこそが国民国家(nation.state)の象

徴であり構成要因であるとされた。しかし、当然のこと、当時からある国家内には、いくつもの言語変

種を話す人々は存在したのであり、上のような言語ナショナリズムは理屈の上だけのものであり、言

ってみるなら神話であった(CE2003， p.18)。

神話は早晩、現実に直面せざるを得ない。国家内の言語マイノ!Jティの存在が無視できないもの

になると、多言語主義は消極的に受け入れられるようになってきた。消極的というのは、主要言語が

国民的言語あるいは公用語として政治や教育で使われるようになるものの、それら以外の言語はプ

ライベートな使用空間に認められるのみに留まっていたからである。社会的には多言語が使われで

も、多くの人間は基本的にモノ!Jンガノレであるというというのが社会を代表する人々 {social

representation}であった(CE2003， p.19)。しかしさらに人口の動きは激しくなり、既存のマイノリ

ティに加え、現在は新たな移住者{migrant}が新たな言語マイノリティを作り、彼/彼女らの言語権

も争点、になってきた。こうなれば、ヨーロッパ「市民Jの理念にも関わらず、主要言語を話さない多く

の人々は、言語による相互交流の機会が閉ざされたまま、ということは相互不理解と敵対の可能性

を大きく持ちながらヨーロッパとb、う地域に居住していることになる。

そこへ出現し、

ますます影響

力を強めてき

たのが、共通

語としての英

語という考えで

ある。「自由経

済イデオロギ

ー J{Iiberal 

economlc 

ideology}とも

呼ばれる経済

合理性至上主

義からすれば、

多言語使用は

コストがかかる

ので、共通語

使用が望まし

いということに

ヱスノセントリッ
クな反グローパ同~
リズム

合
言語
ナショナリズム

図2ヨーロッパの歴史的背景と複言語主義

超共通語化する
英語と
グローパリズム

合
経済合理性
至上主義

なる。そこへ 1990年代から英語のグローパル化が加速化し、「規模の経済jの効果を出し始め、そ

の他の言語を圧倒する力を持ち始めた。さらに英語は、コミュニケーションのための共通語を超えて、

いわば『超共通語Jとなり、「国際共通」的な生き方・社会のモデルを象徴する言語として認識され

つつある 6。ひょっとすれば現在は帰還不能点(thepoint of no return)に到達しているのカもしれ

ない。そういった現状でこそ、自覚的な選択が必要である。

このような状況では、英語によるグローノ〈リズムと母語によるエスノセントリズムの聞の緊張が高まる

こととなる。極端な英語文化礼賛か母語文化至上主義かという対立、あるいは英語使用とグローパ

リズムの無条件的肯定へ向うか、母語に留まり反グローパリズムを標梼するかという対立である。し

かし、グローパリズムが善悪を超えた世界史的潮流だとしたら、「英語か母語かJ、「グローパリズム
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か反グローパリズムかJといった二律背反的な対立は有効な問いかけではないし、場合によっては

対立を悪化させるだけの扇情的な問いかけとすらいえるのかもしれない。

欧州評議会が複言語主義を提唱するに至ったのにはこういった歴史的背景がある。「ヨーロッパ」

という空間における歴史的な緊張の対立関係を、統合的に発展させようとするのが複言語主義とも

いえる。これをまとめれば図2のようになろう。こうして複言語主義への動きは、数々の決議や勧告に

よって政治的に正統に承認・継承された。

2.3複言語主義の価値自覚性と統合性

こうして発展してきた複言語主義は、価値自覚的で、統合的な言語教育政策であるとまとめること

ができる。

(I)価値自覚的な言語教育政策

欧州評議会の言語教育政策は、欧州評議会そのものの価値である人権、民主主義、法の支配

(CE 2005， p.3)に基づき、言語教育においては、(1・1)複言語主義、(1・2)言語的多様性、(1・3)相

互理解、(1・4)民主的市民性、(1・5)社会的結束を特に目指すという価値目標を明確に持つ。これ

らの価値自覚こそが、公共的空間の伝統を持ちながらも、言語ナショナリズム/エスノセントリックな

反グローパリズムム経済合理性至上主義/超共通語化する英語とグローパリズムの狭間で「ある

べきヨーロッパjであるためには必要とし、うのが欧州評議会の判断である。

(2)統合的言語教育政策

(2・1)複合的な個人的言語力:個人内の様々な種類と程度の言語能力を複合し、多様な言語使

用への対応と尊重を促す。個々人の中の部分的な能力や自覚も積極的に肯定する。言語力は

「理想的ネイティブ・スピーカーJをモデルとして二ヶ国語あるいはそれ以上をマスターするものとして

は考えられない。複言語主義が想定する言語力は、部分的なものも含め、複数の言語において個

人がもつあらゆる言語的な力が活かされる、複合的な力である(cE2001， p.4)。

(2・2)横断的プ戸ジェクトとしての複言語主義:複合的な言語力とは、母語、国語、地域言語、マイ

ノリティ言語、外国語、その他の言語(含む、古典語)などの教育を同時に考える言語教育プロジェ

クトの中で育てられる。各種言語教育はもはや区分されて別個に行われるのではなく、相互の連聞

を考えながら横断的統合性を考えて行われなければならない(CE2003， p.64)。
(2・3)縦断的な生涯学習・教育としての複言語主義:複言語主義は生涯にわたるものであり、市

民の複言語主義的なレパートリーを生涯にわたって豊かにしてゆくものであるべきである。この意味

で言語教育は、学校だけに限られたものではないが、学校は複言語主義実現のためには代替でき

ない中心的な機能を持つ(CE2005， p.5)。
こういった複言語主義による欧州評議会の試みは次ページの図 3のようにまとめられる。

欧州評議会の言語政策部門は、専門家集団として、複言語主義の理念を具体化する役割を果

たしている。その試みは次のような展開を経ている(cE2005， pp.7・ll)。

(a)創成期(1963・19721:lnternational Association of Applied Linguistics (IAAL)の設立サ

ポートなどの活動

(b)概念・機能アプローチ期U971・1977): Threshold Levelの設定(90年代には中級の

Waystageと上級のVantageに発展)

(c)コミュニケーションのための言語教育への改革期0981・1988):カリキュラム、教育方法、試験な

どの改革が進められる

(d)複言語主義誕生期(1989・1997):1997年のRecommendationNo. R(98) 6で同文化コミュ

ニケーションと複言語主義が政策目標としてかかげられる。(歴史的背景として中欧・東欧の欧州評
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議会加盟やInformationCommunication Technologyの発展などがある)。

(e)複言語主義推進期 (2000-):欧州評議会の言語政策実施のサポートをするための The

European Centre for Modern Languages (ECML)が本格的に活動し始める。 2001年は

European Year of Languagesとして定められ CEFR，European Language Portfolio， 

European Day of Languages (26 September)が制定される。

これらの試みは欧州評議会加盟国だけでなく、それを超えて日本などの世界各国にも影響を与

えているのは、上記のlAAL，Threshold Level， CEFRなどの固有名の浸透度が示唆する通りで

ある。

生涯教育

高等教育

中等教育

複言語主義

外国語・第二言語・母語・国語・古典語・地域語・マイノリティ言語

ι 

図3複言語主義の価値自覚性と統合性

2.4複言語主義のまとめ

以上の総括から「私たちJは複言語主義を以下のような試みであるとまとめることができる。

宜主旦正エスニシティ/国民/国家が交錯する中で、公共的空間の中での市民性を確立してゆ

こうとする場所で生じた考えである。

Wh正人権・民主主義・法の支配の価値を普及しようとする超国家的機関が、言語的多様性・相

五理解・民主的市民性・社会的結束を促進しようとして、専門家集団に託して言語化したものであ

る。
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E笠担旦i欧州評議会加盟国の言語政策決定者へ向けられているが、実際には世界各地の言
語政策決定者と一般市民にもその声は様々な度合いで届いている。

主主註i一方でグローパリズ‘ム・市場の力と、他方で人権・民主主義・法の支配および言語的多

様性・相互理解・民主的市民性・社会的結束といった価値の間でのバランスの中で、言語能力が、

個々人の中で自覚的かっ複合的に育てられるべきであるということを訴えている。

Ho笠i言語政策決定者(ひいては一般市民)がヨーロッパの現在を意識し、それぞれのおかれた

状況で、その場しのぎの決定を避け、具体的で賢明な判断ができるように価値明示的に書かれで

ある。

Wh金正もはや英語が単なる共通語以上の超共通語としてさえ捉えられてきはじめた時代に、私

たちが取り返しのつかない言語政策的過ちをする前に出された考えである。

宜主主iここで尊重されている価値は自動的に生じるものでも、市場の力で生み出されるものでも

ないから、数々の決議や勧告を通じて考え抜かれ明言化された。

こういった複言語主義を理解することで、私たちはヨーロッパの言語政策について学べるが、その

学びを通じて、どんなf私たち」が反照されるだろうか。次はそれを考察しよう。

3 r私たち」への批評的問いかけ

3.1 Where: r私たちJはどこにいるのか
「私たち」がいる空間をこれまでの批評的読解から反照してみよう。そうすると、「私たちJの空間は、

自明のものから、(1)近代日本、 (2)(東)アジアの日本、 (3)日米同盟の視点からまとめられるべき姿

へと変わる。ヨーロッパ空間の考察から、私たちの空間も、日本という近代国家だけの視点からだけ

でなく、(東)アジアに位置し、太平洋を越えた米国と強力な影響関係にある空間にあることが改め

て思い起こされるからである。

(I)近代日本:r日本jは明治維新により、急速に中央集権国家としての体裁を整えようとし、琉球
民族やアイヌ民族などのエスニシティを抑圧した。大和民族においても、方言をやめ標準語(r国

語J)を使うように学校教育は進められた。そうして国民国家(na.tion'state)としての国内的統ーを

はかった。国外的にはそのf国語jを、植民地化した朝鮮半島、台湾、「満州国Jなどでも強引な方

法で普及させようとした。こうして作られた「国家=国民=言語jイデオロギーの影響は、ヨーロッパよ

り強いと考えられる。日本は既に多言語社会であるという主張もあるが、「国語Jを第一言語としない

「日本人jへの教育的取り組みはおろか、制度的取り組みすらも遅れている。また「公共的空間」お

よびそれを作り出す「語りJ(speech) (Arendt 1958)に対する意識もヨーロッパに比べて低いのも

f私たちJの空間の特徴である。

(2)(東)アジアの中の日本:r東アジア」あるいは「アジアJという意識は、「ヨーロッパ」という意識ほど
は強くないし、また欧州連合・欧州評議会ほどの制度化もされていない。東アジア固においては、

上に述べた植民地支配の歴史の反動からか、相互の言語学習はせいぜい経済的動機からなされ

るだけであり、ヨーロッパほどに政治的に明確に動機づけられていない。共通言語としては英語が

多く使われるが、中国の存在感がますます増大する中、東アジア園での英語覇権がどのようになる

かは予断を許さない。今後、地理的近接性からして、東アジア圏でのコミュニケーションはますます

重要になると予想されるが、現在の「東アジアJ意識がそれに対応したものかはわからない。まして

や「アジアjという意識は、「東アジアJ意識より荘漠としている。

(3)日米同盟:日本は第二次大戦後、米国を中心とした占領軍統治を受けて以来、米国と強い関

門

ipo 



係を保ってきた。その関係を表す言葉として、最近では(一説によると 1996年4月の橋本クリントン

会談以来)、「日米安保Jではなく『日米同盟jという言葉がもっぱら使われている。外国語教育も圧

倒的に英語教育が主流で、特に 1990年代は他のいわゆる「第二外国語教育Jの削減などが大学

でも進められた。外国語教育の選択肢の少なさは世界有数であるとも言われている。小学校への

英語教育導入なども、英語の有用性あるいは英語=国際語イデオロギーが背後にあると考えられ

る。対抗的イデオロギーとして英語帝国主義論があるが、これらは二項対立的、二律背反的に捉え

られ、なかなかかみ合わない(柳瀬 2006)。こうなると「私たちjとはもっぱら日米同盟の空間の中で

討論を行っている存在としても規定できるかもしれない。

3.2 Who: r私たちJは誰なのか
欧州評議会(言語政策部門)の活動から考えると、このような論文を読み書きする「私たちJは、英

語教育の政治的主体である以上に、政治的主体を支援する専門家である必要があることが示唆さ

れる。ここでいう専門家とは、ヴェーパー(1998)のいう「経験科学J(あるいはf社会科学J)に従事す

る者と重なる概念である。つまり、経験科学・社会科学に従事する者は、ある目的が与えられた場

合、考えられている手段がどの程度その目的に適しているか、どのような予想しない随伴的結果を

もたらすのか、何を犠牲にするのか，などを明らかにし、こういう決断の意義あるいは理念を決断者

に具体的に自覚させることを試みる。もちろん、経験科学・社会科学に従事する者も、個人的には

ある決断をすることがあるが、それは経験科学・社会科学に従事する専門家としてではなく、一人の

政治的主体(r意欲する者J(ヴェーパー))としての決断である。現代日本においても、小学校英語

教育を始めとして、英語教育関係者は数々の決断を迫る問題に直面しているが、彼/彼女らがそ

れに対して、専門家として行動しているのか、政治的主体として行動しているのかについては冷静

な吟味が必要であるう。ここにおいて「私たちJとは誰であり、誰であるべきであり、誰であろうとしてい

るのかが明らかになる。

3.3To whom and how: r私たちjは誰にどのように語りかけているのか
複言語主義のような語りかけは日本ではあまり見られないようにも思える。学習指導要領は一見、

没価値的である。英語教育の効率化をひたすらに目指す論考は専門家と政治的主体が分別不可

能となった語りかけをしているように，思える。反・英語帝国主義者は、イデオロギーの指摘と批判に

おいて専門家として語りかけているが、彼/彼女らは現在の英語教育の諸学会では少数派に過ぎ

ない。英語教育界の多数派は、自然科学的な語りかけで、社会的な関心をほとんど示さない。

しかし上のような考察からするならば、私たちは「専門家Jとして、学界の吟味者を突き抜けて、政

策決定者そして究極的には一般市民に語りかけなければならないことが明らかになる。私たちはそ

のような聞き手・読み手に向けて、正確さや厳密性を犠牲にすることなく、事象の諸連関を明かすよ

うな語り方をしなければならない。

3.4 What: r私たちJは何を信じているのか
専門家は、いかなる価値から論考を出発してもいいというわけではなく、その生きる社会において

共有された価値から始まる諸連関の解明を第一の課題にするべきであろう。無論、必ずしも共有さ

れていない対抗価値からの解明も促されるべきであるが、それは、第一の課題のある程度の達成が

あってからの課題というべきであろう。しかし私たちの共有する価値とはなんであろうか。欧州評議会

の試みに学ぶなら、政治的・法的に合意された日本国憲法や教育基本法というのが一つの答えで

あろうが、現行の日本国憲法や教育基本法の価値観に基づいた英語教育の論考は十分になされ
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ているであろうか(仮にあるにせよ、それらは『政治的Jということばで否定的含意を与えられていな

いだろうか)。現行の日本国憲法や教育基本法にせよ、何にせよ、私たちは、私たちが信じている

究極の価値を自覚して論考を進めるべきであろう。「私たちは特定の価値など信じていなしリ、 f私

たちは政治から独立しているJというのは自己欺賄か、校滑な現状肯定にすぎない。

3.5 When: r私たちJはどういう時代にいるのか
私たちはグローパリゼーションの波を受け、「英語第二公用語論」、 rw英語が使える日本人』の育
成のための行動計画Jなどを通じて、小学校への英語教育導入などの改革の動きの最中にいる。

このグローパリゼーションのインパクトがヨーロッパ以下だと{言じる積極的な根拠はない。だが私たち

に必要なのは、私たちの where，who， to whom， what， how， whyを自覚した上で、この時代

{when}において研究を進めることである。そういった私たちの存在に、私たちが自覚的に忠実であ

ることが、私たちの仕事の第一前提である。

3.6 Why:なぜ複言語主義は注目に値するのか

これからの日本の言語政策のあり方、英語教育関係者の語り方に関して、複言語主義は日本で

の英語教育論考ではなかなか得られない洞察を与えてくれる。

現在日本では、グローパリズムの影響による英語熱の増大と、ややエスノセントリックな日本語愛

の二つの動きは非常に目立つ。日本での「外国人jとしては英語の「ネイティブ・スピーカー」は格段

に優位な扱いを受けていること(そしてそれには「白人であれば」という条件も加わっていること)は昔

から指摘されていることである。日本人として賞賛を浴びる人間の典型のーっとしては、そういった

英語を駆使し、同時に日本と日本語を愛する人聞が上げられる。英語と日本語のパイリンガルが日

本の言語使用文化におけるもっとも有力な理想像であろう。もちろん、この理想像を手にすることが

できるものは少ない。したがって、衆望を得る対極像として、「英語も何語もできないが、日本語を誇

りにしているJといった人間像がある。無論、高度な英語と日本語のパイリンガルにせよ、自覚的日

本語モノ!Jンガルにせよ、そういった呼称が当てはまる人たちに問題があるというのではない。ここで

問題にしたいのは、日本の言語使用に関する言説が、英語と日本語の間だけで閉じられてしまい、

なかなか他の言語や文化に私たちの目が向かないことである。前掲の図 2で説明するなら、日本に

はグローパリズム/経済合理性至上主義と、エスノセントリズム/言語ナショナリズ、ムの聞を調停しよ

うとする動きに乏しい。

ひょっとしたら日本にはI排他的パイリンガリズムJ(exclusive bilingualism)とでも名づけるべき

態度が育ちやすいのかもしれない。もしそれが正しいのなら、私たちはそのような態度を取るとき、い

ったい何をして、何をせず、何を信じ、何を排除しているのだろうか。

複言語主義を無条件に理想とするのでもなく、無下に拒絶することもなく、複言語主義を通じて、

私たちはより学問的な考察を始めることができるだろう。現在、私たちは、英語教育を通じて、日本

の言語教育において何をしようとしているのか、それは私たちが信じる価値に基づく目的を達成す

るために合理的な手段なのか、それがもたらす副次的影響や犠牲は何なのか、私たちの目的達成

の意義は何なのかについて私たちは学問的に考察する必要がある。

注

1欧州評議会言語政策部門でのインタビューは科学研究費{r諸外国における中等学校英語学

力の到達度に関する調査研究J}予算の一部を使って行なわれたものである。
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2欧州評議会(CE)は、人権、法の支配、民主主義という共通の価値を擁護・促進することを目的

として設置された機関で、 EU15ヶ国を含む全欧 44ヶ国(含むロシア、トJレコ等)が加盟国となって

おり、ほぽ全欧州を網羅する汎欧州国際機関である。これに対し、欧州連合(EU)は、経済的な統

合を中心に発展してきた欧州共同体(EC)を基礎に、欧州連合条約(マーストリヒト条約)に従い、

経済通貨統合を推進すると共に、共通外交安全保障政策、司法内務協力等のより幅広い協力を

も目指す政治経済統合体である。なお言語政策部門(LanguagePolicy Division)とは欧州評

議会の下部組織であり、主要な責務を、言語的多様性と複言語主義を促進するための政策とガイ

ドラインを精般化し、社会的結束と民主的市民性のための政策計画方策を開発することとする専門

的組織である。

3欧州評議会(言語政策部門)の文書ではしばしば'competence'が可算名詞として使われてい

る。

4 'Intercu1tural'の訳語としてはf異文化Jが通用しているが、ここでは文化の差異よりも、文化の

間での交流を強調したいため「間文化Jという訳語を敢えて採択する。

5今回検討した欧州評議会による文書では「イデオロギーJ(ideology)という言葉は、否定的な意

味だけでなく、肯定的な意味も持ち得る中立的な言葉として使われているようである。

6 r国際共通語」として認識された英語が地域文化を破壊しかねない懸念はもちろんであるが、他
方で、英語を使って各自の文化やアイデンティティを確立し多文化の人々に表現することは可能で

はあることも指摘しなければならない。
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